
令和６年５月２３日 

生活文化スポーツ局 

 

令和６年度第１回東京都私立学校助成審議会の答申について 

 

 

本日の東京都私立学校助成審議会（荒井文昭会長：東京都立大学人文社会学部教授）において、

下記のとおり東京都知事宛てに答申が出されましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１ 答申内容 

  令和６年度私立学校経常費補助金の配分方針について、知事の諮問のとおりとすることが適当

である。 

【配分方針のポイント】 

項   目 内   容 

１（１）授業料減免

制度（授業料減免補

助）の拡充内容の見

直しについて 

「授業料減免補助」は、家計状況又は家計状況の急変の理由によ

る修学上の経済的負担の軽減を図ることを目的に実施している。 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う、経済状況の悪化等の社

会情勢を勘案し、修学上の経済的負担の更なる軽減を目的として、

令和２年度の授業料減免実績についての申請が可能となる令和３

年度交付分からは、当面の対応として家計状況の急変を理由とした

減免に対する補助率を４／５から１０／１０へと引き上げること

で、本補助の拡充を行ってきた。 

感染拡大に伴い家計が急変した生徒に対し、卒業までの３年間継

続して支援を行うため、コロナ禍といえる令和４年度に入学した生

徒については、卒業までの３年間となる令和６年度の減免実績ま

で、補助率を１０／１０に維持したうえで支援を行っていく。 

したがって、令和６年度交付分以降の補助率の取扱いについて

は、以下のとおりとする。 

（１）令和４年度に入学した生徒についての令和６年度実績が含

まれる令和７年度交付分までは、令和３年度（令和４年度交付分）

の拡充内容を継続する形で、補助率を１０／１０とする。 

（２）令和８年度交付分以降の補助率については、従前と同様に

４／５とする。 

 （配分方針全体の概要は別紙のとおり） 

 

２ 会議の結果等について 

答申及び会議資料につきましては、生活文化スポーツ局私学部ＨＰに公開いたします。  

※生活文化スポーツ局私学部ＨＰ ＵＲＬ

（https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/shigaku/jyoseishingi/） 

問い合わせ先 
 

東京都生活文化スポーツ局私学部私学振興課 

      電 話 03（5388）3182（直通） 

https://www.seikatubunka.metro.tokyo.lg.jp/shigaku/jyoseishingi/


（別紙） 

令和６年度私立学校経常費補助金の配分方針について（概要） 

 

特別補助への配分額を先に決定し、予算額から特別補助配分額を除いた額を一般

補助配分額とする。 

 

 

 

補助標準

一 般 補 助
配　分　額

学校割（生徒数規模）　補助単価 ＝ a

×

評価係数
0.70～1.00

※保護者負
担、教育条件、
財務状況等に
より評価

学級割補助単価 × 学級数(各学校数値) ＝ b

＝ d

予
算
額

教職員割補助単価 × 調整後標準教職員数 ＝ c

生徒割補助単価 × 生徒数(定員内実員)

特 別 補 助
配　分　額

授業料減免制度

授業料減免制度整備促進補助

授業料減免補助

教育環境維持向上補助

国際化推進補助

外国人教員及び助手の採用

帰国子女等の受入れ

教員海外派遣研修制度整備促
進補助【中・高】

海外留学制度整備促進補助
【高校のみ】

海外留学に伴う授業料減免補
助【高校のみ】

４０人学級編制推進補助

生徒指導の充実補助

スクールカウンセラーの配置

生徒等の安全対策推進補助

安全対応能力向上の取組

事故対応能力向上の取組

体験学習等特色ある教育の取組補助

高等学校・中学校・小学校 



（別紙） 

一 般 補 助
配　分　額

一般補助の算出方法は、高・中・小学校と同様

予
算
額

特 別 補 助
配　分　額

地域教育事業補助

授業料減免制度

授業料減免制度整備促進補助

授業料減免補助

満３才児受入れ補助

ティーム保育推進補助

生徒等の安全対策推進補助

安全対応能力向上の取組

事故対応能力向上の取組

保育体験の受入れ補助

学校関係者評価補助

 

 

幼稚園 


